
１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

※ 上記の予想は本資料作成の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、決算短信（連

結）添付資料の７ページを参照してください。 

    (財)財務会計基準機構会員

平成18年３月期 個別財務諸表の概要  平成18年５月15日 

上場会社名 富山化学工業株式会社 上場取引所 東証 

コード番号 ４５１８ 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.toyama-chemical.co.jp) 

代  表  者 役職名 取締役兼代表執行役社長 氏名 中野 克彦 

問合せ先責任者 役職名 
執行役経営戦略部門長兼 

経営企画部長 
氏名 水野 淳一 ＴＥＬ （03）5381－3818 

決算取締役会開催日 平成18年５月15日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成18年６月27日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 21,032 △7.7 1,516 △41.3 1,021 △14.8

17年３月期 22,794 58.6 2,581 － 1,199 －

  当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 646 59.8 3 29 3 29 2.0 1.5 4.9

17年３月期 404 － 2 06  － 1.3 1.7 5.2

（注） ①期中平均株式数 18年３月期 196,431,617株 17年３月期 196,565,358株 

  ②会計処理の方法の変更 有 

  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2)配当状況  

  
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率   中間 期末 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 0 00 0 00 0 00 0 － －

17年３月期 0 00 0 00 0 00 0 － －

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 68,554 33,570 49.0 171 00

17年３月期 64,203 31,845 49.6 162 07

（注） ①期末発行済株式数 18年３月期 196,312,816株 17年３月期 196,495,399株 

  ②期末自己株式数 18年３月期 847,645株 17年３月期 665,062株 

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末   

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 8,600   △2,700   △2,700   0 00  ―  ― 

通 期 24,100   100   300    ― 0 00 0 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 1円53銭 

－ 個別1 －



６．個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

  
前事業年度 

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 
対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減 
(百万円)

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   7,060   4,051  △3,009

２．受取手形    169   139  △29

３．売掛金 ※５  2,508   10,461  7,953

４．有価証券   9,557   5,609  △3,948

５．商品   165   183  17

６．製品   2,416   2,601  185

７．半製品   2,159   1,949  △209

８．原材料   2,355   1,524  △830

９．仕掛品   1,110   1,972  862

10．貯蔵品   9   12  3

11．前払費用   1,084   1,352  268

12．繰延税金資産   560   339  △220

13．その他   647   536  △110

     貸倒引当金   △6   △14  △7

流動資産合計   29,798 46.4  30,722 44.8 923 

Ⅱ 固定資産         

(1) 有形固定資産         

１．建物 ※２ 24,098   23,952    

減価償却累計額  16,628 7,470  17,036 6,915  △554

２．構築物 ※２ 2,611   2,593    

減価償却累計額  1,949 661  1,977 615  △46

３．機械及び装置 ※２ 20,378   18,807    

減価償却累計額  19,127 1,250  17,463 1,344  93

４．車両及びその他の陸上運搬
具 

 49   48    

減価償却累計額  43 5  44 4  △1

５．工具器具及び備品  2,622   2,673    

減価償却累計額  2,224 398  2,147 525  127

６．土地 ※1,2  12,727   12,644  △83

７．建設仮勘定   28   583  555

有形固定資産合計   22,543 35.1  22,633 33.0 90 

 

－ 個別2 －



  
前事業年度 

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 
対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減 
(百万円)

(2) 無形固定資産         

１．販売権   492   235  △257

２．ソフトウェア   102   226  123

３．施設利用権   0   0  △0

４．電話加入権   3   3  －

無形固定資産合計   599 0.9  465 0.7 △133 

(3) 投資その他の資産         

１．投資有価証券   5,205   6,997  1,791

２．関係会社株式   1,177   2,077  900

３．出資金   220   204  △16

４．従業員長期貸付金   15   5  △9

５．関係会社長期貸付金   283   265  △18

６．破産更生債権   1   1  －

７．長期前払費用   1,179   1,530  350

８．繰延税金資産   561   －  △561

９．敷金   148   62  △85

10．保険積立資産   576   518  △58

11．長期性預金   1,800   2,900  1,100

12．その他   346   425  78

     貸倒引当金   △254   △254  △0

投資その他の資産合計   11,262 17.6  14,733 21.5 3,470 

固定資産合計   34,404 53.6  37,832 55.2 3,427 

資産合計   64,203 100.0  68,554 100.0 4,351 

         

 

－ 個別3 －



  
前事業年度 

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 
対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減 
(百万円)

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形    1,909   2,133  224

２．買掛金   897   974  76

３．短期借入金 ※２  4,100   －  △4,100

４．一年以内返済予定の長期借入
金 

※２  200   －  △200

５．未払金   819   850  31

６．未払費用   106   170  63

７．未払法人税等   131   70  △60

８．賞与引当金   219   231  11

９．返品調整引当金   6   3  △2

10．その他   278   467  189 

流動負債合計   8,668 13.5  4,903 7.1 △3,764

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金 ※２  9,473   16,186  6,712

２．繰延税金負債   －   274  274

３．再評価に係る繰延税金負債 ※１  2,450   2,427  △22

４．退職給付引当金   7,795   7,858  62

５．役員退職慰労引当金   641   －  △641

６．長期未払金   3,121   3,276  155

７．その他   207   57  △149 

固定負債合計   23,689 36.9  30,081 43.9 6,391 

負債合計   32,357 50.4  34,984 51.0 2,626

 

－ 個別4 －



  
前事業年度 

平成17年３月31日 
当事業年度 

平成18年３月31日 
対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

増減 
(百万円)

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※３  22,400 34.9  22,400 32.7 －

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  21,533   21,533    

２．その他資本剰余金         

(1) 自己株式処分差益  －   2    

資本剰余金合計   21,533 33.5  21,536 31.4 2

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金  1,957   1,957    

２．任意積立金         

(1) 固定資産圧縮積立金  282   282    

(2) 別途積立金  1,411   1,411    

３．当期未処理損失（△）  △15,013   △14,337    

利益剰余金合計   △11,362 △17.7  △10,686 △15.6 675 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１  △1,592 △2.5  △1,621 △2.4 △29 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   1,134 1.8  2,331 3.4 1,197 

Ⅵ 自己株式 ※４  △268 △0.4  △390 △0.5 △121 

資本合計   31,845 49.6  33,570 49.0 1,724 

負債及び資本合計   64,203 100.0  68,554 100.0 4,351

         

－ 個別5 －



(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

増減 
(百万円)

Ⅰ 売上高 ※３        

１．製商品売上高  14,034   13,374    

２．技術料売上高  8,760 22,794 100.0 7,658 21,032 100.0 △1,762 

Ⅱ 売上原価         

１．期首商品製品たな卸高  3,970   2,582    

２．当期製品製造原価  10,412   9,468    

３．当期商品仕入高  575   808    

４．特許実施料  310   359    

合計  15,269   13,218    

５．他勘定振替高 ※１ 1,372   110    

６．期末商品製品たな卸高  2,582 11,314 49.6 2,785 10,322 49.1 △992 

売上総利益   11,479 50.4  10,710 50.9 △769 

返品調整引当金繰入額   2 0.1  － － △2 

返品調整引当金戻入額   － －  2 0.0 2 

差引売上総利益   11,477 50.3  10,712 50.9 △765 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１．販売促進費  11   0    

２．貸倒引当金繰入額  －   7    

３．役員報酬  259   250    

４．給与手当  828   773    

５．賞与引当金繰入額  37   36    

６．福利厚生費  195   181    

７．退職給付費用  30   46    

８．退職給付引当金繰入額  124   83    

９．旅費交通費  46   47    

10．減価償却費  144   111    

11．研究開発費 ※２ 5,808   6,361    

12．その他  1,410 8,896 39.0 1,293 9,196 43.7 299 

営業利益   2,581 11.3  1,516 7.2 △1,065 

 

－ 個別6 －



  
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

対前年比

科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

増減 
(百万円)

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息  51   35    

２．有価証券利息  37   28    

３．為替差益  －   117    

４．受取配当金  65   62    

５．受取保険金  24   12    

６．受取手数料  14   8    

７．受取家賃  54   43    

８．その他  54 302 1.3 61 371 1.8 68 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息  348   424    

２．社債利息  79   －    

３．たな卸資産評価損  855   95    

４．為替差損  112   －    

５．その他  287 1,684 7.4 344 865 4.1 △818 

経常利益   1,199 5.2  1,021 4.9 △177 

Ⅵ 特別利益         

１．投資有価証券売却益  －   227    

２．過去勤務債務処理額  804   －    

３．転籍者に係る退職給付引当金
取崩益 

 121   －    

４．固定資産売却益 ※４ 14 940 4.1 － 227 1.0 △713 

Ⅶ 特別損失         

１．減損損失 ※６ －   358    

２．厚生年金基金脱退時特別掛金  978   －    

３．転籍に伴う割増退職金  117   －    

４．固定資産売却損 ※５ 77 1,173 5.1 － 358 1.7 △815 

税引前当期純利益   966 4.2  890 4.2 △75 

法人税、住民税及び事業税  12   23    

法人税等調整額  549 561 2.4 220 244 1.1 △317 

当期純利益   404 1.8  646 3.1 241 

前期繰越損失（△）   △15,443   △15,013  430

土地再評価差額金取崩額   26   29  2

自己株式処分差損   1   －  △1

当期未処理損失（△）   △15,013   △14,337  675

         

－ 個別7 －



製造原価明細書 

（脚注） 

(3) 損失処理案 

  
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

科目 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  2,016 21.9 2,676 25.7 

Ⅱ 労務費  2,314 25.1 2,301 22.1 

Ⅲ 経費 ※１ 4,882 53.0 5,443 52.2 

当期総製造費用  9,213 100.0 10,422 100.0 

期首仕掛品半製品たな
卸高 

 4,236  3,269  

合計  13,450  13,691  

他勘定振替高 ※２ △232  301  

期末仕掛品半製品たな
卸高 

 3,269  3,921  

当期製品製造原価  10,412  9,468  

前事業年度 当事業年度 

※１．経費のうち主なものは、次のとおりであります。 ※１．経費のうち主なものは、次のとおりであります。 

減価償却費 575百万円 

外注加工費 2,413百万円 

減価償却費 511百万円 

外注加工費 2,647百万円 

※２．他勘定振替高は研究開発費への払出と製品の再投

入であります。 

※２．         同左 

３．原価計算の方法は、主に工程別総合原価計算（標

準原価計算）であります。 

なお、期末に原価差額を調整しております。 

３．         同左 

  
前事業年度 

（取締役会承認日 
平成17年５月11日） 

当事業年度 
（取締役会承認日 
平成18年５月15日） 

対前年比 

科目 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 
増減 
(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失（△）  △15,013 △14,337 675 

Ⅱ 次期繰越損失（△）  △15,013 △14,337 675 

－ 個別8 －



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(イ) 満期保有目的債券 

………定額法による償却原価法 

(イ) 満期保有目的債券 

………同左 

 (ロ) 子会社株式及び関連会社株式 

………移動平均法による原価法 

(ロ) 子会社株式及び関連会社株式 

………同左 

 (ハ) その他有価証券 

時価のあるもの 

………期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算出しております。） 

なお、組込デリバティブを

区分して測定することがで

きない複合金融商品は、全

体を時価評価し、評価差額

を当事業年度の損益に計上

しております。 

(ハ) その他有価証券 

時価のあるもの 

………期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算出しております。） 

 時価のないもの 

………移動平均法による原価法 

時価のないもの 

………同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

………時価法 

ただし、特例処理の要件を

満たしている場合には、ヘ

ッジ手段について時価評価

をしておりません。 

デリバティブ 

………同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(イ) 製品・商品 

半製品・仕掛品 

原材料 

……総平均法によ

る原価法 

(イ) 製品・商品 

半製品・仕掛品 

原材料 

……同左 

 (ロ) 貯蔵品………最終仕入原価法 (ロ) 貯蔵品………同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(イ) 有形固定資産 

………定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～50年 

機械及び装置   ２～15年 

(イ) 有形固定資産 

………同左 

 (ロ) 無形固定資産 

………定額法 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

(ロ) 無形固定資産 

………同左 

 (ハ) 長期前払費用 

………均等償却 

(ハ) 長期前払費用 

………同左 
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項目 
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

５．繰延資産の処理方法 新株発行費 

………商法施行規則の規定に基づき

３年間で均等償却 

────── 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

当期の損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (イ) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

 (ロ) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づき計上しております。 

(ロ) 賞与引当金 

同左 

 (ハ) 返品調整引当金 

期末日後の返品損失に備えて、期末

売掛債権額（債権譲渡額含む）に対

し、直近２期における返品率及び当

期の売買利益率を乗じた金額を計上

しております。 

(ハ) 返品調整引当金 

同左 

 (ニ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異は、各期の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌期から費用

処理しております。 

また、過去勤務債務は、その発生し

た期に一括して処理しております。 

（追加情報） 

①当社は販売会社である大正富山医

薬品㈱への出向者のうち、営業部門

員（438名）を平成17年４月１日付で

同社に転籍いたしました。この転籍

は「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）の「大量退職」に該当

し、退職給付制度の一部終了に準じ

て処理を行っております。なお、転

籍者に係る退職給付引当金取崩益121

百万円は特別利益に計上しておりま

す。 

(ニ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。なお、

数理計算上の差異は、各期の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌期から費用

処理しております。 

（追加情報） 

従来、数理計算上の差異の処理年数

は12年としておりましたが、従業員

の平均残存勤務期間が短縮されたた

め当期より11年に変更しておりま

す。なお、この変更に伴う売上総利

益以下の各損益に与える影響は軽微

であります。 
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項目 
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 ②従来、数理計算上の差異の処理年

数は12年としておりましたが、従業

員の平均残存勤務期間が短縮された

ため11年に変更しております。な

お、この変更は翌期以降の数理計算

上の差異の費用処理から適用するこ

ととしております。 

 

 ③当社は平成17年５月１日付で従来

の退職一時金制度及び厚生年金基金

制度から、将来勤務分より退職一時

金制度の一部を確定拠出年金制度へ

移行しております。本移行に伴う処

理については、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会

計基準適用指針第１号）を適用して

おり、これに伴い発生した過去勤務

債務処理額804百万円は特別利益に計

上しております。 

 

 (ホ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備えて、役

員退職慰労金規定に基づく必要額を

計上しておりますが、当事業年度分

は報酬委員会の決議により算定期間

に含めず計上しておりません。 

(ホ)     ────── 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (イ) ヘッジ会計の方法 

………繰延ヘッジ処理 

なお、振当処理の要件を満た

している為替予約取引につい

ては振当処理を採用しており

ます。 

金利スワップの特例処理の要

件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理を採用

しております。 

(イ) ヘッジ会計の方法 

………同左 
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項目 
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

………金利スワップ取引及び為替予

約取引 

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

………同左 

 ・ヘッジ対象 

………キャッシュ・フローが固定さ

れ、その変動が回避されるも

の（変動金利の借入金）及び

相場変動等による損失の可能

性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの。 

・ヘッジ対象 

………同左 

 (ハ) ヘッジ方針 

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスク及び為替相場変動リス

クをヘッジしております。 

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

 (ニ) ヘッジ有効性の評価方法 

内部規定である「ヘッジ実施管理規

定」に基づき、ヘッジ有効性の評価

を行っております。 

(ニ) ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

 ・為替予約取引 

ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨の種

類、期日、金額等の重要な条件が同

一であり、高い相関関係があると考

えられるため、有効性の判定を省略

しております。 

・為替予約取引 

同左 

 ・金利スワップ取引 

特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略し

ております。 

・金利スワップ取引 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は358百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
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表示方法の変更 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 （貸借対照表） 

前期まで区分掲記しておりました「未収入金」（当

期残高158百万円）は、資産の総額の100分の１以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。 

前期まで「短期貸付金」と表示しておりました項目

については、金額に重要性がなく、かつ、表示上の明

瞭性を高める観点から、当期より流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当期の「短期貸付金」の金額は10百万円であ

ります。 

前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しておりました「長期性預金」（前期残高500百万

円）は、資産の総額の100分の１を超えたため、区分

掲記しております。 

前期まで区分掲記しておりました「預り金」（当期

残高91百万円）は、負債及び資本の合計額の100分の

１以下となったため、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

前期まで「前受収益」と表示しておりました項目に

ついては、金額に重要性がなく、かつ、表示上の明瞭

性を高める観点から、当期より流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

なお、当期の「前受収益」の金額は０百万円であり

ます。 

前期まで「長期預り金」、「預り保証金」と表示し

ておりました項目については、金額に重要性がなく、

かつ、表示上の明瞭性を高める観点から、当期より固

定負債の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当期の「長期預り金」の金額は０百万円、

「預り保証金」の金額は52百万円であります。 

────── 

－ 個別14 －



追加情報 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── （役員退職慰労金） 

 平成17年６月24日開催の定時株主総会において、役員

報酬制度の見直しを行い、役員退職慰労金制度を廃止

し、これに代わる措置として株式報酬型ストック・オプ

ション制度を導入いたしました。これに伴い、過年度の

役員退職慰労引当金は、報酬委員会の決議により確定し

た金額を、固定負債の「長期未払金」に含めて表示して

おります。 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が121百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ同

額減少しております。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
平成17年３月31日 

当事業年度 
平成18年３月31日 

※１．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日

公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上して

おります。 

※１．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日

公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上して

おります。 

再評価の方法 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第２号に定める

基準地の標準価格、第３号に定める土地課税台

帳及び第４号に定める地価税法に基づいて、合

理的な調整を行って算出しております。 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第２号に定める

基準地の標準価格、第３号に定める土地課税台

帳及び第４号に定める地価税法に基づいて、合

理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△3,069百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△3,503百万円

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は、次の

とおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債務は、次の

とおりであります。 

（提供資産） （提供資産） 

建物 829百万円

構築物 13百万円

機械及び装置 89百万円

土地 5,479百万円

計 6,411百万円

建物 780百万円

構築物 13百万円

機械及び装置 87百万円

土地 5,479百万円

計 6,360百万円

上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分 

建物 136百万円

構築物 12百万円

機械及び装置 88百万円

土地 1,434百万円

計 1,671百万円

建物 126百万円

構築物 11百万円

機械及び装置 86百万円

土地 1,434百万円

計 1,658百万円

（上記提供資産に対する債務） （上記提供資産に対する債務） 

短期借入金 3,150百万円

一年以内返済予定 
の長期借入金 

200百万円

長期借入金 8,000百万円

計 11,350百万円

長期借入金 8,700百万円

   

※３．会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次の

とおりであります。 

※３．会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次の

とおりであります。 

授権株数 普通株式 348,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 197,160,461株 

授権株数 普通株式 780,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 197,160,461株 

※４．自己株式 ※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式665,062

株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式847,645

株であります。 
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当期中の発行済株式数の増加 

前事業年度 
平成17年３月31日 

当事業年度 
平成18年３月31日 

※５．関係会社項目 ※５．関係会社項目 

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか次のものがあります。 

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか次のものがあります。 

売掛金  2,247百万円 売掛金  2,228百万円 

 ６．保証債務について  ６．       ────── 

(1) 子会社である北陸メディカルサービス㈱のリー

ス取引に関して12百万円の保証を行っておりま

す。 

 

(2) 子会社である㈱ホワイトピーアールの買掛金に

関して４百万円の保証を行っております。 

 

 ７．配当制限  ７．配当制限 

(1) 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

(2) 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,134

百万円であります。 

(1) 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

(2) 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,331

百万円であります。 

 ８．       ──────  ８．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行

とコミットメントライン契約（期間３年）を締結し

ております。これら契約に基づく当期末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 コミットメントの総額 3,800百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,800百万円

 ９．資本の欠損の額は13,588百万円であります。  ９．資本の欠損の額は13,032百万円であります。 

 発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 

前事業年度 

平成16年４月26日 転換社債の転換 2,154 1,000,000 501,882 

平成17年３月９日 転換社債の転換 2,154 1,000,000 501,882 

平成17年３月18日 転換社債の転換 8,616 4,000,000 2,007,528 

当事業年度 ────── 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

販売促進費 9百万円

たな卸資産評価損 855百万円

製造工程への再投入他 506百万円

計 1,372百万円

販売促進費 0百万円

たな卸資産評価損 95百万円

製造工程への再投入他 14百万円

計 110百万円

※２．研究開発費は、「研究開発費等に係る会計基準」

に基づいて、新製品又は新技術の研究及び開発に

要した全ての下記の費用を複合して表示しており

ます。 

※２．研究開発費は、「研究開発費等に係る会計基準」

に基づいて、新製品又は新技術の研究及び開発に

要した全ての下記の費用を複合して表示しており

ます。 

原材料費 687百万円 

労務費 2,985百万円 

経費 2,134百万円 

（うち減価償却費） （228百万円）

計 5,808百万円 

原材料費 1,025百万円 

労務費 3,245百万円 

経費 2,090百万円 

（うち減価償却費） （252百万円）

計 6,361百万円 

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

※３．関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

売上高 12,739百万円 売上高 12,120百万円 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 14百万円 

建物 0百万円 

計 14百万円 

※４．       ────── 

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 73百万円 

土地 3百万円 

その他 0百万円 

計 77百万円 

※５．       ────── 
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前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※６．       ────── ※６．減損損失 

当期において、以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。 

管理会計上、継続的に収支の把握を行っている事

業部門単位にてグルーピングを行っており、賃貸資

産及び事業の用に直接供していない遊休資産につい

ては個別物件単位にグルーピングしております。 

事業用資産については減損の兆候はありませんで

したが、上記の資産グループについては、遊休状態

であり今後の使用見込みも未確定なため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（358百万円）として特別損失に計上いたしました。 

その内訳は、建物218百万円、構築物１百万円、機

械及び装置70百万円、車両及びその他の陸上運搬具

０百万円、工具器具及び備品０百万円、土地68百万

円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、土地及び建物について重

要性のあるものについては不動産鑑定士による鑑定

評価額に基づき評価しております。 

場所 用途 種類 

長野県小県郡 保養施設 土地、建物等 

富山県富山市他 研修施設他 
土地、建物、機械

装置等 
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① リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

② 有価証券 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

③ 税効果会計 

前事業年度 
平成17年３月31日 

当事業年度 
平成18年３月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

繰越欠損金 200百万円

たな卸資産評価損 281百万円

税務上の貯蔵品類 145百万円

賞与引当金 88百万円

未払事業税 49百万円

その他 59百万円

繰延税金資産小計 825百万円

評価性引当額 △265百万円

繰延税金資産合計 560百万円

(1) 流動の部   

繰延税金資産（流動）   

たな卸資産評価損 265百万円

税務上の貯蔵品類 140百万円

賞与引当金 93百万円

未払事業税 24百万円

その他 71百万円

繰延税金資産小計 594百万円

評価性引当額 △255百万円

繰延税金資産合計 339百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
4,104百万円

繰越欠損金 2,733百万円

投資有価証券評価損 375百万円

役員退職慰労引当金 259百万円

ゴルフ会員権評価損 80百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 63百万円

その他 52百万円

繰延税金資産小計 7,669百万円

評価性引当額 △6,146百万円

繰延税金資産合計 1,523百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △770百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金資産の純額 561百万円

(2) 固定の部   

繰延税金資産（固定）   

退職給付引当金損金算入限度超

過額 
4,173百万円

繰越欠損金 2,462百万円

投資有価証券評価損 376百万円

未払役員退職慰労金 258百万円

ゴルフ会員権評価損 86百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 64百万円

その他 123百万円

繰延税金資産小計 7,545百万円

評価性引当額 △6,045百万円

繰延税金資産合計 1,500百万円

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △1,583百万円

固定資産圧縮積立金 △191百万円

繰延税金負債合計 △1,774百万円

繰延税金負債の純額 △274百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
1.8％

住民税均等割等 1.0％

評価性引当額 663.6％

前期評価性引当額 △651.9％

その他 3.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.1％

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目 
1.8％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当額の減少 △12.5％

その他 △3.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.4％
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額 162.07円 

１株当たり当期純利益金額 2.06円 

１株当たり純資産額 171.00円 

１株当たり当期純利益金額 3.29円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
3.29円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 

 
前事業年度 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 404 646 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 404 646 

期中平均株式数（千株） 196,565 196,431 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） － 87 
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（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

平成17年５月１日より従業員の退職後の生活の安定並びに退職給付債務削減による財務体質改善のため、現行

の退職金制度を一部変更し、確定拠出年金制度（前払い退職金制度含む）を導入いたします。 

○導入の目的 

社会保障制度の構造改革が進展するなか、昨年６月に年金改革法案が国会を通過、10月より施行され、今後

は、益々自己責任による老後資金の準備が必要とされてまいります。 

このような環境下で、①財務の視点からは、退職給付債務の削減、拠出金の損金算入による節税、②人事の視

点からは、60才代前半の所得確保（年金受給年齢の引き上げ対応）、従業員の自助努力の助長を目的としており

ます。 

○制度の内容 

１．制度改定の骨子 

・退職一時金と確定拠出年金の給付額合計を、現行退職金制度と同等の水準とする。 

・将来勤務に係る部分の３割を確定拠出年金へ移行し、過去分は移行しない。 

・確定拠出年金制度上の想定利回りは2.0％とする。 

２．導入時期 

・平成17年５月１日 

○管理機関 

・運営管理機関  ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社 

・資産管理機関  三井アセット信託銀行株式会社 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

－ 個別22 －



７．役員の異動 

平成18年４月１日付の役員の異動につきましては、平成18年３月22日に開示済みであります。 

なお、以下の役員の異動については、平成18年６月27日開催予定の定時株主総会及び取締役会での決議を経て選任

される予定です。 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

（２）役員の異動 

①取締役候補者  （ ）内は現職 

柳田 幸男、吉田 博一、犬島 伸一郎、柿本 省三、大平 明の５氏は会社法上の社外取締役に該当いたしま

す。  

②退任予定取締役 

該当事項はありません。 

③新任取締役候補の略歴 

＜重任＞     

取締役 中野 克彦 （当社取締役兼代表執行役社長） 

取締役 阿部 武夫 （当社取締役） 

取締役 真田 秀夫 （当社取締役） 

取締役 山下 晶章 （当社取締役） 

取締役 柳田 幸男 （当社取締役、柳田野村法律事務所代表者） 

取締役 吉田 博一 （当社取締役、慶應義塾大学政策メディア研究科教授） 

取締役 犬島 伸一郎 （当社取締役、財団法人北陸経済研究所理事長） 

取締役 柿本 省三 （当社取締役、柿本経営会計事務所代表者） 

＜新任＞     

取締役 大平 明 （大正製薬株式会社代表取締役副社長、大正富山医薬品株式会社代表取締役社長） 

氏名 大平 明 （オオヒラ アキラ） 

生年月日 昭和21年９月９日   

昭和57年５月 大正製薬株式会社入社 

昭和57年６月 同社取締役 

昭和58年６月 同社常務取締役 

昭和60年５月 同社専務取締役 

平成６年６月 同社取締役副社長 

平成11年６月 大正製薬株式会社代表取締役副社長（現任） 

平成14年10月 大正富山医薬品株式会社取締役 

平成18年４月 大正富山医薬品株式会社代表取締役社長（現任） 

－ 個別23 －



④執行役候補者 

⑤退任予定執行役 

⑥新任執行役候補の略歴 

 ＜重任＞    （現）  （新） 

代表執行役社長 中野 克彦 （取締役兼代表執行役社長）  同左 

専務執行役 阿部 武夫 （取締役、経営企画担当）  同左 

専務執行役 真田 秀夫 （取締役、富山事業所長兼生産部門長）  同左 

常務執行役 成田 弘和 （研究部門長）  同左 

常務執行役 能村 邦宏 （ＱＶ部門長兼開発部門長）  同左 

執行役 寺島 信雄 （創薬基盤研究所長）  同左 

執行役 田仲 清 （開発部門副部門長兼ＤＦＱプロジェク

トジェネラルマネージャー） 

 同左 

執行役 藤堂 洋三 （綜合研究所長）  同左 

 ＜昇格＞       

常務執行役 菅田 益司 執行役（管理部門長、環境担当、 

   コンプライアンス担当） 

常務執行役（管理部門長、環境担当、 

     コンプライアンス担当） 

常務執行役 水野 淳一 執行役（経営戦略部門長兼 

    経営企画部長） 

常務執行役（経営戦略部門長兼 

      経営企画部長） 

 ＜新任＞       

執行役 尾山 雅之 （総務人事部長）  同左 

執行役 福田 博之 （富山工場長兼富山第二工場長兼生産管

理部長） 

 同左 

常務執行役 高倉 勇   

氏名 尾山 雅之 （オヤマ マサユキ） 

生年月日 昭和28年９月16日   

昭和51年４月 当社入社 

平成18年４月 総務人事部長 

氏名 福田 博之 （フクダ ヒロユキ） 

生年月日 昭和30年３月13日   

昭和54年４月 当社入社 

平成18年４月 富山工場長兼富山第二工場長兼生産管理部長 
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